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１. 16年 9月中間期の連結業績(平成 16年  4月  1日 ～ 平成 16年  9月 30日)
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
16年 9月中間期 43,680 0.2 33 △　71.7 156 △  37.3
15年 9月中間期 43,596 4.8 117 △  52.5 250 △  32.5
16年 3月期 87,983 264 533

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
16年 9月中間期 98 △  　5.3 11.98 －
15年 9月中間期 103 △  40.7 12.45 －
16年 3月期 345 39.73 －
(注)①持分法投資損益    16年 9月中間期          1 百万円   15年 9月中間期          0 百万円   16年 3月期     　　　1 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　16年 9月中間期   8,214,055 株　　　15年 9月中間期   8,347,457 株　　　16年 3月期   8,316,641 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
16年 9月中間期 35,675 8,588 24.1 1,045.56
15年 9月中間期 36,005 8,329 23.1 997.83
16年 3月期 36,244 8,678 23.9 1,054.82
(注)期末発行済株式数(連結)　16年 9月中間期   8,214,013 株　　　15年 9月中間期   8,347,406 株　　　16年 3月期   8,214,082 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期 △  490 △  168 △ 　98 1,584
15年 9月中間期 △  322 △   10 △  100 2,322
16年 3月期 52 △  247 △  218 2,342

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数     ２  社   持分法適用非連結子会社数     －  社   持分法適用関連会社数     １  社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規)   －   社  (除外)   １   社   持分法(新規)   －   社  (除外)   －   社

２. 17年 3月期の連結業績予想(平成 16年  4月  1日  ～  平成 17年  3月 31日)
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 89,500 268 129
(参考）１株当たり予想当期純利益(通期）             15  円  70 銭

※  業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

     実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

     上記予想に関する事項につきましては、添付資料の８ページをご参照ください。

売　 上　 高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期　 末　 残　 高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

( 当 期 ） 純 利 益
潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間
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企 業 集 団 の 状 況 

 
 

事業の内容 

 当社及び当社の関係会社（当社、子会社２社及び関連会社１社（平成１６年９月３０日現在）により

構成）は、「医療用医薬品」「試薬」「医療器・衛生材料」「その他」の４部門に関する事業を主として行

っております。各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりです。 

 

（医療用医薬品部門） 

医療用医薬品を主体にして試薬、医療器・衛生材料、ＯＡ機器、医療用食品、福祉関連用品等を病院、

診療所、保険薬局、福祉施設等への販売活動。 

＜関係会社＞ 

  当社 

 

（試薬部門） 

検査試薬を主体にして診断用器械、医療器・衛生材料等を病院、事業所（検査センターを含む）等への

販売活動。 

＜関係会社＞ 

  当社 

 

（医療器・衛生材料部門） 

医療器・衛生材料を主体にして診断用器械、福祉関連品等を病院、事業所、福祉施設等への販売活動。 

＜関係会社＞ 

  当社 

 

（その他部門） 

ＯＡ機器のプロモーション及びメンテナンス、医療用食品及び在宅医療・福祉介護用品のプロモーショ

ン及びメンテナンス、医療器械器具・福祉用具の滅菌・消毒及び滅菌に関するコンサルタント、運送及

び倉庫事業、コンピュータシステム及びネットワークシステムの開発等を行っております。 

＜関係会社＞ 

  当社 

  株式会社フルケア成和 

  丸一倉庫運輸株式会社 

  株式会社アスペック 
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事業の系統図は、次のとおりです。 
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経 営 方 針 

 

 

1.経営の基本方針 

 当社は、人々の尊い生命と健康への願いに応えるため、取扱商品である医療用医薬品、試薬、

医療機器等の安定供給活動を第一義とし、一方では、「医療総合商社」として得意先のニーズに即

応し、真の満足度を提供することができる提案型企業を目指しております。 

また、「生命・健康」に奉仕する心から生まれた「ヘルシーコミュニケーション」を企業理念に

うたい、経営方針では、得意先、取引先、株主、社員尊重の経営に徹し、また地域社会への貢献

も経営の重要な活動方針に掲げ、この企業使命を果たすために安定成長と健全性・透明性のある

経営に取り組んでおります。 

 

2.利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の重要政策のひとつと位置付け、経営基盤の強化

と将来の事業展開に備えるための内部留保の充実に努めるとともに、配当水準の向上と安定的な

配当の継続を基本としております。内部留保資金につきましては、将来に向けた企業体質強化の

ための設備投資や高度情報化に即応したＩＴ投資等に充てる方針であります。また、株式の流動

性の向上および個人投資家層の拡大や株主への利益還元の一環として株主優待制度を導入し、今

年６月に 100 株以上の株主に中国地方の銘菓（2,000 円相当）を贈呈し、今年 12月には 1,000 株

以上の株主に中国地方の名産品（3,000 円相当）の贈呈を考えております。 

 

3.会社の対処すべき課題・経営戦略及び中長期的な経営目標 

 当社グループ企業は、急激な社会環境等の趨勢を的確に見極め、お得意先重視の経営思想に立

脚し、21 世紀において競争力のある企業体質の強化と、安定した収益基盤の確立による健全な財

務体質の構築が経営の最優先課題と考えております。このことにより、当社は、この経営課題を

克服するために中期経営計画「ＴＲＹ1000」を立案し、主な重点項目としてキャッシュ・フロー

経営を重視した「拡大均衡」「ローコストオペレーション」に取り組み、得意先から選ばれる会社

となるよう企業経営に邁進してまいります。 

（１）営業力強化とＩＴ活用 

  ・得意先起点に基づく営業戦略の構築 

      ＣＲＭ＝Ｃustomer Ｒelationship Ｍanagement 

    ・営業担当者（ＭＳ）の機能強化への改革 

    ・ＩＴ活用促進（得意先サービス向上と営業効率の改善） 

（２）物流機能の見直しと充実 

    ・物流サービスの高度化と物流体制の見直し 

（３）少数精鋭化をめざす要因戦略と人材開発への取り組み 

（４）グループ企業間の事業連携強化による相乗効果と経営の合理化促進 

（５）社内業務の合理化（業務の集約とアウトソーシング） 
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  中長期的な経営目標 

当社は、中期経営計画(３ヵ年計画)において、19 年３月期の目標設定を売上高 106,000 百

万円、経常利益 1,350 百万円、当期純利益 750 百万円、ＲＯＥ７％として取り組んでおりま

す。しかしながら、昨今の市場環境の急激な変化は予想を上回っております。この状況も踏

まえ、新たに 17 年４月を開始とする中期３ヵ年計画の中で、当該期の計画も含めて現在見

直し策定中であります。 

    

4.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

  当社は、コーポレート・ガバナンスの中心として、経営の効率化を高めるため、経営環境の変

化に素早く対応することができる組織の構築に取り組むことを会社の重要課題のひとつとして、

位置付けるとともに、「成和産業グループ企業行動指針」を策定し、企業行動におけるコンプライ

アンスの徹底にも重点を置き、公正で透明性のある会社経営の実現に向け積極的な情報開示を果

たすことにも努めております。 

       ＜当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図＞ 

株 主 総 会  

           

 監査役会 

監査役 

 取締役会 

取締役 

    

          

    代表取締役    

  監査室       

会
計
監
査
人 

       

     

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委員会 

(ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ室)    

          

相
談
担
当
弁
護
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（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

・取締役会を取締役５名で毎月開催し、さらに当社グループ企業として３ヵ月に１回、子会社に 

よる業務報告がされ、また、必要に応じて臨時に取締役会を開催することができるなど、業務

の決定の迅速化が図られております。 

・監査役制度を採用しており、監査役４名のうち、２名が社外監査役であり、経営のチェック機

能の強化を図っております。また、内部監査の面では監査室による定期的な業務の適正性の監

査を実施しており、コンプライアンス充実の面で重要な役割を果たしております。なお、社外

監査役２名と当社との間には人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありま

せん。 

・本年４月より経営に対する意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度

を導入しております。 

・昨年４月よりコンプライアンス体制作りの実効性を高めるため、「企業行動指針」を策定すると

ともに当社社長を委員長とする子会社を含めた「リスクマネジメント委員会」を組織し、各部

署においてコンプライアンスに関する教育を含め、３ヵ月に１回委員会に活動状況の報告を行

選任･解任 選任･解任 選任･解任 

（社外窓口） 
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うようになっております。 

・昨年 10 月より内部通報制度として企業倫理等の社内相談窓口を設置するとともに、担当弁護士

による社外窓口も併設するなど、企業活動を展開するなかで、法令遵守や企業倫理を高めるた

め、一層の内部管理体制の充実に努めてまいります。 

・本年 10 月より情報管理の重要性を鑑み、不正競争防止法の改正に伴う営業秘密保護の強化およ

び来年４月１日の個人情報保護法の施行に先立ちお得意先情報等の管理強化を図り、情報漏洩

を未然に防ぐ体制作りを目的として、従業員全員に対して教育・指導を行っております。 

 

 

 

経営成績及び財政状態 

 

1. 当中間期の概況 

(１)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績が好調であることから設備投資の動向も

底堅く、個人消費や雇用情勢にも改善傾向がみられるなど全般的に回復基調で推移いたしました。 

 医療業界におきましては、新薬の発売や高齢化に伴う自然増等による市場拡大要因はありまし

たが、本年４月に薬価改定（平均 4.2％引き下げ）が実施されたことなどから医療用医薬品市場

は微増にとどまりました。このようななかで、医療機関や保険調剤薬局の購入形態も一括購入や

共同仕入れが拡大し、市場シェア獲得競争が販売価格の低下を招き、業界環境はこれまで以上に

厳しい状況となりました。こうした影響を受け医薬品卸企業の統合や業務提携が進み、規模の拡

大による経営基盤の強化を図る動きが加速することとなりました。 

 このような状況下、当社グループ企業は、急速に変化する業界環境へ迅速に対応すると同時に、

新製品の販売活動を積極的に行い市場シェア拡大に取り組むとともに、本年２月より稼動を始め

ました新ＳＰＤセンター（山口市）を活用し、ＳＰＤ事業（物品管理代行業務）拡充のためお得

意先重視の提案活動を展開してまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、医療機関の共同購入やグループ調剤薬

局の一括購入などの影響を受け医薬品の価格面に対しても一層厳しさを増すなか、医療機関への

全般的な受診抑制が続いたことから医療用医薬品の売上が伸び悩む結果となりました。また、医

療機器部門につきましても特に基幹病院の大型備品購入が抑制傾向にあるなど低調に推移し、売

上高は 43,680 百万円（前年同期比 0.2％増）となりました。一方、利益面におきましては、売上

が伸び悩んだことに加え、医療機関等の共同購入に対する価格対応をはじめ企業間の販売競争激

化による利益率低下から、経常利益は 156 百万円（前年同期比 37.3％減）となり、中間純利益に

つきましては、子会社において台風被害による特別損失の発生もあり 98百万円（前年同期比5.3％

減）となりました。 

 なお、本年９月に「アルフレッサ ホールディングス株式会社」およびその完全子会社の「福神

株式会社」（現「アルフレッサ株式会社」）とそれぞれのノウハウを有効活用するため包括的な業

務提携を実施いたしました。 
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(２)当中間連結会計期間の事業部門別売上高 

  当中間連結会計期間の事業部門別売上高は次の通りであります。 

                                                                   （百万円）  

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前期比（％） 

①医療用医薬品部門 25,927  25,937  100.0  

②試薬部門 4,383  4,212  104.1  

③医療器・衛生材料部門 12,201  12,339  98.9  

④その他部門 1,168  1,107  105.5  

    合        計 43,680  43,596  100.2  

 

① 医療用医薬品部門 

本年４月の薬価改定（平均 4.2%引き下げ）が医療用医薬品市場の成長を大きく抑制し、加えて

独立行政法人病院機構の共同購入やグループ調剤薬局の一括購入などによってお得意先の購買力

が強まるなか、当地区の伸びも僅かなものとなりました。一方、医薬品卸の再編の動きと並行し

てシェア獲得競争が相乗的に働き、卸の業績に大きな影響を与えました。当社は特に主力商品が

薬価改定の影響を予想以上に受ける結果となり、これに対し新製品や重点商品の市場拡大に力点

を置いた営業展開を積極的に推進し業績確保を図りましたが、全体としては低調な推移にとどま

りました。 

その結果、売上高は 25,927 百万円（前年同期比 0.0%減）となりました。 

 

② 試薬部門 

医療費抑制策と検査の適正化、あるいは医療機関の経営改善という側面から、検査の包括化や

検査業務のアウトソーシングが着実に進み、検査薬市場は総じて厳しい状況が続きました。その

ような状況下、当社は現有の強い営業基盤を活かし積極的なシェア拡大への営業展開を図りまし

た。簡易血糖検査などの個別領域への集中的な営業と、強みとする医療機器領域との相乗効果に

よって、自動分析器など機器リプレースによる専用検査試薬の獲得が、業績全体を底上げいたし

ました。 

その結果、売上高は 4,383 百万円（前年同期比 4.1%増）となりました。 

 

③ 医療器・衛生材料部門 

医療材料の公定価格引き下げなどを背景に、販売価格対応を含め医療材料分野の市場環境は一

段と厳しいものになりました。そのような状況下、当社は戦略的に進めつつあるＳＰＤ（物品管

理代行業務）の受注も着実に進み、医療材料分野の売上高は堅調な推移にありました。しかしな

がら、一方の柱である大型備品分野において、病院の予算規模は縮小基調にあり、また予算執行

そのものが全般的に低調に推移し見込みを下回る結果となり、当部門全体の業績低迷に大きな影

響を与えました。 

その結果、売上高は 12,201 百万円（前年同期比 1.1%減）となりました。 

 

④ その他部門 

主要構成商品であるＯＡシステム分野は、強力な対抗商品との競合により厳しい競争環境にあ

りますが、当社は保険薬局システム「ぶんぎょうめいと」の着実な市場浸透や、拡大が期待され
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る「電子カルテ」市場への取組みを強化するなかで、予定通りの業績を確保いたしました。また、

レンタル分野につきましても、福祉用具レンタルの利用者獲得増加による高い成長性維持と、合

わせて在宅医療機器レンタルの業績拡大によって、堅調な成長性を確保いたしました。 

その結果、売上高は 1,168 百万円（前年同期比 5.5%増）となりました。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況 

  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。)は、1,584 百万

円（前年同期比 738 百万円の減少）となりました。 

  当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであり

ます。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動により減少した資金は、490 百万円で、前中間連結会計期間と比較して 168 百万円

の増加となりました。この主な要因としては、税金等調整前中間純利益が 136 百万円と前中間

連結会計期間と比べて 104 百万円減少し、売上債権の増加による資金の減少 228 百万円（前年

同期は、売上債権の減少による資金の増加 43 百万円）や仕入債務の減少による資金の減少 429

百万円（前年同期比 116 百万円の増加）があり、法人税等の支払 110 百万円（前年同期比 229

百万円の減少）がありました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動により使用した資金は、168 百万円（前年同期比 158 百万円の増加）となりました。  

この内訳としては、主に有形固定資産の取得による支出 172 百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動により使用した資金は、98百万円（前年同期比 1百万円の減少）となりました。こ

の内訳としては、主に配当金の支払 98 百万円によるものであります。 

 

2.通期の見通し 

 下半期におけるわが国経済は、基本的には引き続き回復基調で推移するものとみられますが、

原油価格の高騰などの不安定要素もあり、景気の持続的な回復は不透明な状況となることも予測

されます。 

 当社グループ企業を取り巻く医療業界におきましては、独立行政法人国立病院機構の医薬品共

同購入の本格的な開始に伴い、他の医療機関等においても拡大するものとみられ、今後の動向の

把握が重要な要素になるものと考えられます。また、薬価基準引き下げによる販売単価の下落に

加え、同業者間の競争激化による販売価格の低下により、卸売業界においては一層経営環境の悪

化が懸念されます。 

 このような状況下、当社グループ企業は厳しい業界環境へ的確に対応し、お得意先へ最新の情

報提供を行いつつ、多岐にわたる取扱商品を有する強みをＳＰＤ事業の拡充等により、十分発揮

できるよう積極的な営業活動を展開するとともに、アルフレッサとの業務提携効果を求めて経営

基盤の強化を図ってまいります。 

 また、来年４月からの薬事法改正により、高度管理医療機器等の販売履歴管理が必要となるこ
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とへの対応を含め、物流システム全般の見直しや効率化に取り組み、経費面につきましても徹底

したコスト管理を行い業績の向上に努めてまいります。 

  以上により、平成 17 年３月期の通期の業績見込みといたしましては、売上高 89,500 百万円（前

年同期比 1.7％増）、経常利益 268 百万円（前年同期比 49.7％減）、当期純利益 129 百万円（前年

同期比 62.6％減）を見込んでおります。 

  また、配当につきましては 1株につき 12 円を予定しております。 

 

3.キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成 15 年 

3 月期 

平成 16 年 

3 月期中間 

平成 16 年 

3 月期 

平成 17 年 

3 月期中間 

株主資本比率(%) 22.7 23.1 23.9 24.1 

時価ベースの株主資本比率(%) 13.5 17.9 21.6 23.0 

債務償還年数(年) － － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 1,046.2 △ 725.1 61.4 △1,055.6 

    (注)株主資本比率：株主資本／総資産 

        時価ベースの株主資本比率：株主時価総額／総資産 

        債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません） 

        インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュフロー／利払い 

        ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

        ※株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後期末発行済株式総数により算出しております 

        ※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 

          使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている 

          全ての負債を対象としております。また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息 

          の支払額を使用しております。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
（百万円未満切捨） 
前連結会計年度の要約連結

貸借対照表 当中間連結会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 3 月 31 日現在) 

        期  別 

 

科  目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）           

Ⅰ 流 動 資 産        

現 金 及 び 預 金           

受取手形及び売掛金           

た な 卸 資 産           

そ の 他           

貸 倒 引 当 金           

  

 

 

1,613 

19,618 

3,739 

1,452 

△  82 

％  

 

 

2,351 

19,684 

3,536 

1,506 

△  111 

％  

 

 

2,371 

19,821 

3,684 

1,043 

△   97 

％ 

流 動 資 産 合 計           

Ⅱ 固 定 資 産        

 (1)有 形 固 定 資 産           

建物及び構築物         

土 地         

そ の 他         

 26,340 

 

 

2,798 

2,939 

172 

73.8 26,968 

 

 

2,762 

2,814 

184 

74.9 26,822 

 

 

2,865 

2,814 

184 

74.0 

有 形固定資産合計           

(2)無 形 固 定 資 産           

(3)投 資その他の資産           

投 資 有 価 証 券         

そ の 他         

貸 倒 引 当 金         

投資損失引当金         

 5,911 

159 

 

1,772 

1,724 

△  113 

△  120 

16.6 

0.4 

5,761 

220 

 

1,492 

1,814 

△  132 

△  120 

16.0 

0.6 

5,865 

193 

 

1,892 

1,727 

△ 136 

△  120 

16.2 

0.5 

投資その他の資産合計  3,262 9.2 3,054 8.5 3,363 9.3 

固 定 資 産 合 計            9,334 26.2 9,036 25.1 9,422 26.0 

Ⅲ 繰 延 資 産        

新 株 発 行 費           

  

－ 

  

1 

 

 

 

- 

 

 

繰 延 資 産 合 計            － － 1 0.0 - 0.0 

資 産 合 計            35,675 100.0 36,005 100.0 36,244 100.0 

（ 負 債 の 部 ）           

Ⅰ 流 動 負 債        

 支払手形及び買掛金           

 未 払 法 人 税 等           

賞 与 引 当 金           

返 品 調 整 引 当 金           

そ の 他           

  

 

24,749 

74 

424 

7 

574 

  

 

25,360 

168 

416 

8 

540 

  

 

25,178 

101 

421 

9 

551 

 

流 動 負 債 合 計           

Ⅱ 固 定 負 債        

退 職 給 付 引 当 金           

役員退職慰労引当金           

そ の 他           

 25,830 

 

988 

146 

121 

72.4 26,493 

 

915 

150 

117 

73.6 26,261 

 

955 

154 

193 

72.5 

固 定 負 債 合 計            1,256 3.5 1,182 3.3 1,303 3.6 

負 債 合 計            27,086 75.9 27,676 76.9 27,565 76.1 
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（百万円未満切捨） 
前連結会計年度の要約連結

貸借対照表 当中間連結会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 3 月 31 日現在) 

        期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

Ⅰ 資 本 金        

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

Ⅳ 土地再評価差額金 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 

 

 

 

 

 

1,144 

1,095 

6,636 

△  370 

341 

3.2 

3.1 

18.6 

△1.0 

0.9 

1,144 

1,095 

6,409 

△  370 

190 

3.2 

3.0 

17.8 

△1.0 

0.5 

1,144 

1,095 

6,650 

△  370 

417 

3.2 

3.0 

18.3 

△1.0 

1.1 

Ⅵ 自 己 株 式         △  258 △0.7 △  139 △0.4 △  258 △0.7 

資 本 合 計            8,588 24.1 8,329 23.1 8,678 23.9 

負 債 資 本 合 計            35,675 100.0 36,005 100.0 36,244 100.0 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書               
 

                   （百万円未満切捨） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の要約連結

損益計算書 

(自 平成 16 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 9月 30 日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年 9月 30 日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成16年 3月 31日) 

         期     別 

 

 

科     目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

 

Ⅰ 売 上 高           

Ⅱ 売 上 原 価           

 

43,680 

39,563 

％ 

100.0 

90.6 

 

43,596 

39,419 

％ 

100.0 

90.4 

 

87,983 

79,702 

％ 

100.0 

90.6 

売 上 総 利 益            

返品調整引当金戻入額            

返品調整引当金繰入額            

4,117 

9 

7 

9.4 4,176 

10 

8 

9.6 8,281 

10 

9 

9.4 

 

 

差 引 売 上 総 利 益            

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

4,118 

4,085 

9.4 

9.3 

4,179 

4,061 

9.6 

9.3 

8,282 

8,017 

9.4 

9.1 

営 業 利 益            

Ⅳ 営 業 外 収 益           

受 入 事 務 手 数 料            

持分法による投資利益            

そ の 他            

Ⅴ 営 業 外 費 用           

支 払 手 数 料            

そ の 他            

33 

130 

78 

1 

49 

6 

5 

0 

0.1 

0.3 

 

 

 

0.0 

117 

139 

90 

0 

48 

6 

4 

2 

0.3 

0.3 

 

 

 

0.0 

264 

284 

184 

1 

98 

15 

10 

4 

0.3 

0.3 

 

 

 

0.0 

経 常 利 益            

Ⅵ 特 別 利 益           

投資有価証券売却益            

貸 倒 引 当 金 取 崩 額            

そ の 他            

Ⅶ 特 別 損 失           

過 年 度 法 定 福 利 費            

特 別 退 職 金            

災 害 損 失 金 

そ の 他            

156 

15 

－ 

15 

0 

35 

－ 

5 

28 

1 

0.4 

0.0 

 

 

 

0.1 

250 

89 

55 

33 

0 

98 

48 

47 

－ 

2 

0.6 

0.2 

 

 

 

0.2 

533 

108 

64 

42 

2 

111 

48 

47 

－ 

15 

0.6 

0.1 

 

 

 

0.1 

税金等調整前中間(当期)純利益 

法人税、住民税及び事業税 

136 

73 

0.3 

0.2 

240 

168 

0.6 

0.4 

530 

268 

0.6 

0.3 

法 人 税 等 調 整 額            △   34 △0.1 △   31 △0.1 △   82 △0.1 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益            98 0.2 103 0.3 345 0.4 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書               
 

                   （百万円未満切捨） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の連結

剰余金計算書 
(自 平成 16 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 9月 30 日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年 9月 30 日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成16年 3月 31日) 

         期     別 

 

 

科     目 金 額 金 額 金 額 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ資本剰余金期首残高 

 

 

 

1,095 

 

 

 

1,095 

 

 

 

1,095 

Ⅱ資本剰余金中間期末(期末)残高  1,095  1,095  1,095 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ利益剰余金期首残高 

 

 

 

6,650 

 

 

 

6,420 

 

 

 

6,420 

Ⅱ利益剰余金増加高          

    中間（当期）純利益 

 

98 

 

98 

 

103 

 

103 

 

345 

 

345 

Ⅲ利益剰余金減少高          

    配 当 金      

    役 員 賞 与      

 

98 

14 

 

 

113 

 

100 

14 

 

 

114 

 

100 

14 

 

 

114 

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残高  6,636  6,409  6,650 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（百万円未満切捨） 

当中間連結会計期間 

 

 

前中間連結会計期間 

 

 

前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロ 

―計算書 

(自 平成 16 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 9月 30日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年 9月 30日) 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 3月 31日) 

                  期  別 

 

 

 

科  目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間（当期）純利益 

減 価 償 却 費                

連 結 調 整 勘 定 償 却 額                

貸倒引当金の増減額（減少：△） 

賞与引当金の増減額（減少：△） 

退職給付引当金の増減額（減少：△） 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                

投資有価証券売却損益（益：△） 

支 払 利 息                

持分法による投資損益（益：△） 

新 株 発 行 費 償 却                

特 別 退 職 金                

有 形 固 定 資 産 除 却 損                

災 害 損 失 金 

売上債権の増減額（増加：△）                

たな卸資産の増減額（増加：△） 

仕入債務の増減額（減少：△）                

役 員 賞 与 の 支 払 額                

そ の 他                

 

１３６ 

１５１ 

７ 

△    ３８ 

２ 

３３ 

△   ８ 

△    １８ 

― 

０ 

△      １ 

― 

５ 

０ 

２８ 

△ ２２８ 

△    ５４ 

△  ４２９ 

△    １４ 

３６ 

 

２４０ 

１５３ 

７ 

△    ３２ 

△    １５ 

１５ 

７ 

△    １７ 

△    ５５ 

０ 

△      ０ 

１ 

４７ 

２ 

― 

４３ 

△    ５４ 

△  ３１３ 

△    １４ 

３１ 

 

５３０ 

３１６ 

１５ 

△  ４１ 

△    ９ 

５５ 

１１ 

△    ３１ 

△    ６４ 

０ 

△      １ 

２ 

４７ 

２ 

― 

１９６ 

△  ２０２ 

△  ４９４ 

△    １４ 

２５５ 

小 計                

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                

利 息 の 支 払 額                

特 別 退 職 金 の 支 払 額                

災 害 損 失 金 の 支 払 額 

法 人 税 等 の 支 払 額                

△ ３９０ 

１７ 

△      ０ 

△ ５ 

△ ０ 

△  １１０ 

４８ 

１７ 

△      ０ 

△  ４７ 

― 

△  ３４０ 

５７６ 

２９ 

△      ０ 

△  ４７ 

― 

△  ５０６ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出                

無形固定資産の取得による支出                

投資有価証券の取得による支出                

投資有価証券の売却による収入                

短 期 貸 付 け に よ る 支 出                

長 期 貸 付 け に よ る 支 出                

長期貸付金の回収による収入                

そ の 他                

△  ４９０ 

 

△  １７２ 

△     ３ 

△      ４ 

― 

― 

△    １０ 

２１ 

０ 

△  ３２２ 

 

△    ４５ 

△    ３１ 

△      ４ 

９１ 

△    ３６ 

△    １９ 

３２ 

２ 

５２ 

 

△  ２８３ 

△    ４２ 

△   ２８ 

１２２ 

△    ３６ 

△    ７７ 

４８ 

４９ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △  １６８ △    １０ △  ２４７ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 

配 当 金 の 支 払 額                

そ の 他                

 

△   ９８ 

△      ０ 

 

△  １００ 

△      ０ 

 

△  １００ 

△  １１８ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △   ９８ △  １００ △  ２１８ 
Ⅳ現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 

Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 

△  ７５７ 

２，３４２ 

△  ４３３ 

２，７５５ 

△  ４１３ 

２，７５５ 

Ⅵ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １，５８４ ２，３２２ ２，３４２ 
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[中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

1.連結の範囲に関する事項 

  (1)連結子会社の数              ……………   ２社 

   連結子会社の名称 

      (株)フルケア成和 

       丸一倉庫運輸(株) 

   なお、前連結会計年度まで子会社でありました(株)ﾒﾃﾞｨｶﾙ･ｼｽﾃﾑ･ｻｰﾋﾞｽ成和は、平成１６年 

５月２８日をもって清算結了しております。 

 

2．持分法の適用に関する事項 

  (1)持分法を適用した関連会社数  …………     １社 

     会社の名称 

      (株)アスペック 

 

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

4．会計処理基準に関する事項 

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

        その他有価証券             

              時価のあるもの      中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                                  (評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、 

                                   移動平均法により算定) 

              時価のないもの      移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

  主として先入先出法による原価法 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

  定率法によっております。 

  ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については、定額法によ

っております。 

  なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

②無形固定資産 

  営業権は５年均等償却、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法、その他の無形固定資産は定額法によっております。 

  (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸      

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお      

ります。 

②賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③返品調整引当金 

  返品による損失に備えるため、返品率及び売買利益率等の実績をもとに必要額を計上しており

ます。 

④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
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  過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。 

  数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

⑤役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計上

しております。 

  (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

     いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  (5)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理  

     税抜方式によっております。 

 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

[追加情報] 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布され、

平成 16 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間

連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成 16 年 2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が 11百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益が、11 百万円減少しております。 

 



 －17－

［ 注 記 事 項 ］           

 

Ⅰ.中間連結貸借対照表に関する事項    

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

 1.有形固定資産の減価償却累計額 4,364 百万円 4,114 百万円 4,244 百万円 

    

 2.担保に供している資産    

   定 期 預 金       29 百万円 29 百万円 29 百万円 

   有形固定資産 870 百万円 883 百万円 876 百万円 

   投資有価証券 215 百万円 183 百万円 213 百万円 

    

 3.保証債務額 573 百万円 1,311 百万円 694 百万円 

    

 4.当社グループは、将来に向けた投資活動と手元流動性資金を高めることを目的として、当座貸 

   越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。当座貸越契約及びコミットメント 

   ライン契約に係る借入金実行残高は次のとおりであります。 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

    当座貸越契約及びコミットメントライン契約の総額 

    借入実行残高 

6,150 百万円 

―百万円 

6,150 百万円 

―百万円 

6,150 百万円 

―百万円 

    差引額 6,150 百万円 6,150 百万円 6,150 百万円 

 

Ⅱ.中間連結損益計算書に関する事項    

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

  1.販売費及び一般管理費の主なもの 

        給 料 手 当         

        賞与引当金繰入額 

        退 職 給 付 費 用         

        役員退職慰労引当金繰入額 

 

1,766 百万円 

411 百万円 

183 百万円 

7 百万円 

 

1,774 百万円 

398 百万円 

190 百万円 

8 百万円 

 

3,539 百万円 

411 百万円 

374 百万円 

16 百万円 

 

  2.圧縮積立金に係る会計処理 

      中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当連結会計年度において予定して 

いる利益処分による圧縮積立金の取崩しを前提として、当中間連結会計期間に係る金額を計算 

しております。 

Ⅲ.中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

     現金及び現金同等物の中間期末残高、期末残高と中間連結貸借対照表、連結貸借対照表に掲載 

   されている科目の金額との関係 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

現 金 及 び 預 金 勘 定               

担保に供している定期預金               

1,613 百万円 

△  29 百万円 

2,351 百万円 

△  29 百万円 

2,371 百万円 

△  29 百万円 

現 金 及 び 現 金 同 等 物               1,584 百万円 2,322 百万円 2,342 百万円 
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Ⅳ.リース取引に関する事項 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

[セグメント情報] 

１．事業の種類別セグメント情報 

  当中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日）、前中間連結会計期間（自 

平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平

成１６年３月３１日） 

  全セグメント売上高の合計、営業利益の合計額に占める医薬品等の販売事業の割合がいずれも９０％

超であるため、記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

  当中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日）、前中間連結会計期間（自 

平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平

成１６年３月３１日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

  当中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日）、前中間連結会計期間（自 

平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平

成１６年３月３１日） 

  該当事項はありません。 
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部門別生産、受注及び販売の状況 

            

  販 売 実 績                                                            （百万円未満切捨） 

当中間連結会計期間 
(自 平成 16 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 9 月 30 日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日) 

期    別 

 

 

区    分 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 

 

医 療 用 医 薬 品           

試 薬           

医 療器・衛生材料           

そ の 他           

 

25,927 

4,383 

12,201 

1,168 

％ 

59.4 

10.0 

27.9 

2.7 

 

25,937 

4,212 

12,339 

1,107 

％ 

59.5 

9.7 

28.3 

2.5 

 

52,589 

8,514 

24,723 

2,156 

％ 

59.7 

9.7 

28.1 

2.5 

合 計          43,680 100.0 43,596 100.0 87,983 100.0 

（ う ち 輸 出 分 ）          （ ― ）  （ ― ）  （ ― ）  
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有 価 証 券         
 

Ⅰ 当中間連結会計期間末(平成１６年９月３０日) 

1.その他有価証券で時価のある有価証券 
                                                                                 (百万円未満切捨) 

種    類 取 得 原 価        中間連結貸借対照表計上額 差 額        

 株 式        998  1,572  573  

 

  2.時価評価されていない主な有価証券 
                                       (百万円未満切捨) 

区            分 中間連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券            

      非上場株式      (店頭売買株式を除く) 180  

 

 

Ⅱ 前中間連結会計期間末(平成１５年９月３０日) 

1.その他有価証券で時価のある有価証券 
                                                                                (百万円未満切捨) 

種    類 取 得 原 価        中間連結貸借対照表計上額 差 額        

 株 式        992  1,311  319  

 

  2.時価評価されていない主な有価証券 
                                     (百万円未満切捨) 

区            分 中間連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券            

      非上場株式      (店頭売買株式を除く) 180  

 

 

Ⅲ 前連結会計年度末(平成１６年３月３１日) 

1.その他有価証券で時価のある有価証券 
                                                                            (百万円未満切捨) 

種    類 取 得 原 価        連結貸借対照表計上額 差 額        

 株 式        994  1,694  700  

 

  2.時価評価されていない有価証券 
                                        (百万円未満切捨) 

区            分 連結貸借対照表計上額 

そ の 他 有 価 証 券            

      非上場株式      (店頭売買株式を除く) 180  
 

 

 

デリバティブ取引関係 
 

当中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日）、前中間連結会計期間

（自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１５年４月

１日  至 平成１６年３月３１日） 

 

デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 


